
若年性認知症の方への支援

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

令和3年10月8日（金）13:30～16:00 豊橋市商工会議所3階ホール
愛知県認知症初期集中支援チームの活動強化に係る研修会

認知症介護研究・研修大府センター
愛知県若年性認知症総合支援センター

山口喜樹



若年性認知症の本人や家族だけではなく、勤務先の企業や地
域包括支援センター、市町村等からの相談に応じ、医療・福祉
・就労等の総合的な支援を行う。

電話相談

訪問相談

（事前予約制）

来所相談

（事前予約制）

電話番号 0562－45－6207
開設日時 月～土 10：00～15：00

（※祝日・年末年始を除く）

＜体制＞支援コーディネーター＋電話相談員

愛知県若年性認知症総合支援センター
（愛知県委託事業：平成28年10月1日開設）





（参考）全国若年性認知症実態調査結果概要（R2.3）

○全国における若年性認知症者数は、3.57万人と推計 （前回調査（H21.3）3.78万人）※

○18-64歳人口における人口10万人当たり若年性認知症者数（有病率）は、50.9人（前回調査（H21.3）47.6人）

※前回調査と比較して、有病率は若干の増加が見られているが、有病者数は若干減少。有病者数が減少している理由は、当該年代の人口が減少しているため。

アルツハイマー

型認知症

52.6%

脳血管性

認知症…

前頭側頭型認知症

9.4%

外傷によ

る認知症

4.2%

レビー小体型認知症／パー

キンソン病による認知症…

その他

12.6%

（図）若年性認知症（調査時65歳未

満）の基礎疾患の内訳

出典：日本医療研究開発機構認知症研究開発事業による「若年性認知症の有病率・生活実態把握と多元的データ共有システムの開発」 （令和２年３月）

全国12地域（札幌市，秋田県，山形県，福島県，群馬県，茨城県，東京4区，山梨県，新潟県，名古屋市，大阪4市，愛媛県）の医療機関・
事業所・施設等を対象に、若年性認知症利用者の有無に関する質問紙票調査を実施（一次調査）。利用がある場合には、担当者・本人・家族を対象に
質問紙票調査を実施（二次調査）。二次調査に回答した本人・家族のうち、同意が得られた者を対象に面接調査を実施（三次調査）。

調査対象及び方法

➢ 最初に気づいた症状は「もの忘れ」が最も多く
（66.6%）、「職場や家事などでのミス」
（38.8%）「怒りっぽくなった」（23.2%）が
これに続いた。

➢ 若年性認知症の人の約6割が発症時点で就
業していたが、そのうち、約7割が退職していた。

➢ 調査時65歳未満若年性認知症の人の約３
割が介護保険を申請しておらず、主な理由は

「必要を感じない」（39.2%）「サービスについ
て知らない」（19.4%）、「利用したいサービス
がない」（13.0％）「家族がいるから大丈夫」
（12.2%）であった。

➢ 調査時65歳未満若年性認知症の人の世帯
では約6割が収入が減ったと感じており、主な
収入源は、約4割が障害年金等、約1割が生
活保護であった。

（表）年齢階層別若年性認知症有病率（推計） 主な調査結果

人口10万人当たり
有病率（人）

年齢 男 女 総数

18～29 4.8 1.9 3.4

30-34 5.7 1.5 3.7

35-39 7.3 3.7 5.5

40-44 10.9 5.7 8.3

45-49 17.4 17.3 17.4

50-54 51.3 35.0 43.2

55-59 123.9 97.0 110.3

60-64 325.3 226.3 274.9

18-64 50.9

資料：厚生労働省



（参考）全国若年性認知症実態調査結果（R2.3）から
算出した愛知県の若年性認知症者数（推計）
※（18～64歳人口）有病率により算出

○愛知県における若年性認知症者数は、約2,200人＊１と推計

* 1：4,387,661（18～64歳人口） ＊2× 50.9人＊3

（18-64歳人口における人口10万人当たりの若年性認知症者数有病率）
÷10万人＝2,233人

* 2：あいちの人口2020年10月1日
* 3：日本医療研究開発機構認知症研究開発事業による「若年性認知症
の有病率・生活実態把握と多元的データ共有システムの開発」 （令和２年
３月）

資料：愛知県



（参考）全国若年性認知症実態調査結果（R2.3）から
算出した市町村別の若年性認知症者数（推計）
※年齢階層別有病率により算出

資料：日本医療研究開発機構認知症研究開発事業による「若年性認知症の有病率・生活実態把握と多元的データ共有システムの開発」 （令和２年３月）
あいちの人口2020年10月1日 を基に作成

県 市 町 村 男計 女計 男女計 県 市 町 村 男計 女計 男女計 県 市 町 村 男計 女計 男女計

愛 知 県 1,219 838 2,056 小 牧 市 23 16 39 長 久 手 市 8 6 14 

名 古 屋 市 382 263 645 稲 沢 市 22 16 38 東 郷 町 7 4 11 

豊 橋 市 63 43 107 新 城 市 8 6 14 豊 山 町 2 1 4 

岡 崎 市 65 44 109 東 海 市 17 11 29 大 口 町 3 2 6 

一 宮 市 61 44 104 大 府 市 13 9 22 扶 桑 町 5 4 9 

瀬 戸 市 21 15 36 知 多 市 13 10 23 大 治 町 5 3 8 

半 田 市 20 14 34 知 立 市 12 8 19 蟹 江 町 6 4 11 

春 日 井 市 46 33 79 尾 張 旭 市 13 10 22 飛 島 村 1 1 1 

豊 川 市 30 21 51 高 浜 市 8 5 13 阿 久 比 町 4 3 7 

津 島 市 10 7 18 岩 倉 市 8 5 13 東 浦 町 8 5 13 

碧 南 市 12 8 20 豊 明 市 11 7 18 南 知 多 町 3 2 6 

刈 谷 市 24 15 39 日 進 市 14 10 23 美 浜 町 4 3 7 

豊 田 市 69 45 114 田 原 市 11 7 18 武 豊 町 7 5 11 

安 城 市 30 20 50 愛 西 市 10 7 17 幸 田 町 6 4 10 

西 尾 市 28 19 47 清 須 市 10 7 18 設 楽 町 1 1 1 

蒲 郡 市 14 10 23 北名古屋市 12 8 21 東 栄 町 1 0 1 

犬 山 市 11 8 19 弥 富 市 7 5 12 豊 根 村 0 0 0 

常 滑 市 9 6 15 み よ し 市 11 6 17 

江 南 市 16 11 27 あ ま 市 13 9 23 

資料：愛知県



○ 愛知県では、認知症に理解の深いまちづくりの実現を目標に、平成29年9月に「あいちオレンジタウン構想」を策定。
○ 構想に基づく、「第１期アクションプラン（平成29年9月～令和2年度）」では、「地域づくり」と「研究開発」の両面から先進的な取組を実施。
○ 「第2期アクションプラン（令和3年度～令和5年度）」では、国の認知症施策推進大綱や愛知県認知症施策推進条例、新型コロナウイルス
感染症拡大等の社会情勢の変化を踏まえつつ、「地域づくり」と「研究開発」の両面から、７つの柱に沿って、先進的・重点的な取組を進める。

あいちオレンジタウン構想第２期アクションプラン（愛知県）
における位置づけ

Action1

若年性認知症の人への早期相談支援体制の構築

早期から適時適切な支援が行えるよう、診断治療を行う「認知
症疾患医療センター」と、相談支援を行う「愛知県若年性認知
症総合支援センター（若年性認知症コーディネーター）」との連
携体制を構築する。

Action2

若年性認知症の人等の社会参加支援モデルの構築

若年性認知症の人等の社会参加の促進を図るため、 市町村
と連携して、3年間のモデル事業を実施する。
（モデル市町村：豊田市、長久手市）
＜主な内容＞
○ピアサポート活動や市民向け研修会、企業向けのワーク
ショップを通じた若年性認知症の人等と企業とのマッチング
（豊田市）
○交流の場作り・上記の場を通じた就労や社会参加のモデル
の企画及び実践（長久手市）



①相談事業

②自立支援ネットワーク会議の開催
本人の状態に合わせた適切な支援が図られるよう、医療、

介護、福祉、雇用等の関係者が連携するネットワークを構築

③自立支援ネットワーク研修の開催
日常支援、就労上の支援等のために必要な知識・技術を習

得してもらうための研修を実施

④本人・家族との意見交換会の実施
本人や家族等のための交流会に参加し、ニーズ等を把握し

相談支援に活かすとともに、専門職の研修や県民への啓発に
反映

⑤県民向けセミナーの開催
一般の人々への啓発

愛知県若年性認知症総合支援センターの事業



相談事業
〇形態別相談数 (平成28年10月～令和3年3月)
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コーディネーターが
市町村に訪問させて
いただきます



本人・家族向け

企業等・職場向け
愛知県 地域包括ケア・認知症施策推進室のホームページからダウンロードが可能です



専門職等への研修会で配布できるよう
「相談支援機関・専門職向け」を作成



若年性認知症の特徴



発症年齢が若い 男性に多い

異常に気づくが受診が遅れる

就労中に発症することが多く、経済的な問題が大きい

介護者を取り巻く状況の特徴
主介護者が配偶者に集中
親の介護と重なる（複数介護）
主介護者が高齢の親である
子供の成長に影響

家庭の問題が顕在化しやすい

車の運転が中断される

若年性認知症の特徴（認知症高齢者と比べて）

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

本人・家族・まわりの人も
認知症を疑わないことも

未婚者の増加により、
シングルの方も多い

寿命が延びるとともに
増加傾向にある

晩婚化も一因



ご本人・ご家族の状況と気持ち



研修会テキスト「若年性認知症の人や家族の思い」 一部改変

診断直後の状況は様々

15



生きる目標を失い、その後、人と会うことを拒み、
私は長く自宅にこもりました。

仕事のしづらさに気づき、まわりからミスを指摘され
たころ、スマホで症状を検索しまくりました。

勤めていた会社は休職し、その後退職しました。

調べれば調べるほど怖いことが書いてあり、
「認知症」が頭から離れませんでした。

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

愛知県内の認知症とともに生きることになった人と家族の声①



愛知県内の認知症とともに生きることになった人と家族の声②

私も家族も介護や施設のことは調べました。でも
そんなことが聞きたいのではありません。

「アルツハイマーは治りません」と専門職に言われま
した。そんなことは知っています。

何のための診断だったのか、何のための相談だっ
たのか・・・。受診や相談したことを後悔しています。

失敗した話は根掘り葉掘り聞いてくるのに「誰もこ
うしたら失敗しないよ」と教えてくれませんでした。

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



診断後は、誰からも本当のことを話してもらえな
くなりました。

愛知県内の認知症とともに生きることになった人と家族の声③

気のおけない友人も、私の認知症を知ると何か
よそよそしくなりました。

1回失敗すると2回目の失敗が許されないことに気
がつきました。なぜ信用してもらえないのですか？

こんなことなら早くいろいろと聞いておけばよかった。

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

何もない人に可哀そうだと同情されたくありません。

こんなことなら早くいろいろと決めておけばよかった。



【ご本人】
「なんで自分が！」 「人生計画が狂ってしまう」
「病気を治してほしい（元通りに戻してほしい）」
「仕事を続けたい（家族を養わなくてはいけない）」
→生きる目標を失いやすい
→社会的役割をいくつも担っているため、混乱しやすい

【ご家族】
「この年齢でまさか！」「子供の人生に影響がでないか」
「働きにでなくては」「介護、どうしよう」

【子ども】
「どういうこと？」「進学や就職、結婚はできるのか」
→家族も戸惑い、家庭環境が急激に変化しやすい

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

ご本人・ご家族の気持ち

社会から孤立しやすく居場所を失いやすい



重要な視点とイメージ



ソフトランディングの視点

症状進行等を考慮して、能力に応じた業務の遂行と

同時に離職への備え、居場所・生きがいづくりなど

切れ目のない支援をすすめる

職場の適切な対応

専門的な立場からの助言や支援

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  
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空白の期間と就労のイメージ

病気の進行

鬼頭史樹氏（名古屋市社会福祉協議会）作成 日本認知症ケア学会（2016）
大府センター山口喜樹加筆

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  
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一般就労の継続 福祉的就労



若年性認知症の人の就労・社会参加

企業等での就労

障害福祉サービスによる福祉的就労

居場所づくり・社会参加 （介護保険サービス（通所介護等）、認知症カフェ、当事者・家族の会等）

介護保険サービス利用

症状の進行

若年性認知症になっても
可能な限り働き続けられる

症状が進行し、働けなくなっても
自分の居場所があり、社会との
つながりを持ち続けられる

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

適切な時期に適切な支援が必要

空白の期間



活用できる主な
サービスや社会制度



若年性認知症の人を支える主な社会制度

医療系支援

• 病気のこと

経済系支援

• お金のこと

福祉系支援

• 生活のこと

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



制度 概要 対象者 申請窓口

医
療
系
支
援

医療保険
医療が必要な状態になった時、
公的機関などが医療費の一部を
負担する制度

医療保険加入者
（原則全員）

保険者

（市町村・協会け
んぽ・組合健保・
共済組合等）

自立支援医療
（精神）

精神障害の通院医療に係る
医療費を助成する制度

通院による治療を
継続的に必要とする
程度の状態の精神障
害を有する者

市区町村

障害者等を対象
にした医療費の

助成制度
（福祉医療等）

障害者等の受給資格対象者の
医療費を助成する制度

（例）
身体障害者手帳3級
以上、療育手帳A
精神障害者保健福祉
手帳1・2級など
自治体により異なる

市区町村

① 医療系支援（病気のこと）

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



② 経済系支援（お金のこと）

制度 概要 対象者 申請窓口

就
労
系
支
援

傷病手当金
病気や怪我のために会社を休み、
事業主から十分な報酬が受けられ
ない場合に支給される手当

被保険者本人
で連続４日以上
の休みがある場
合

職場・保険者

障害年金
病気や怪我により一定の障害が
残った場合、生活や労働の不都合
の度合いに応じて支給される年金

日常生活
（就労）が困難
な者

年金事務所・
市区町村

失業給付
（基本手当）

労働者が失業に陥った時に、再就
職までの生活を安定させ、就職活
動を円滑に行えるよう支援する制
度

適用事業所に
雇用される者
（例外あり）

ハローワーク
（職業安定

所）

福利厚生制度
（法定外）

慶弔見舞金規程等、従業員の負傷
・疾病・障害等に対する給付金を
支給する任意制度

従業員
職場・

民間保険会社

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



③ 福祉系支援（生活のこと）

制度 概要 対象者 申請窓口

福
祉
系
支
援

障害者手帳
（精神障害者保
健福祉手帳）

認知症などの精神疾患があり、日
常生活に支障をきたす場合に申請
する制度

長期にわたり日
常生活または社
会生活への制約
がある者

市区町村

障害者手帳
（身体障害者手

帳）

「視覚障害」「肢体不自由」などの
身体の障害があり、生活に支障を
きたす場合に申請する制度

身体に障害があ
り、生活に支障
がある者

市区町村

障害者総合
支援法

障害者の日常生活や就労を支援す
る制度福祉サービス（介護給付・
訓練等給付等）他

身体障害者
知的障害者
精神障害者
障害児
難病患者

市区町村

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



③ 福祉系支援（生活のこと）

制度 概要 対象者 申請窓口

福
祉
系
支
援

介護保険
介護や支援が必要となったときに
介護サービスを提供し、本人とそ
の家族を支援する制度

65歳以上及び
40歳以上65歳
未満の特定疾病
により介護が
必要な者

市区町村

成年後見制度

判断能力の不十分な者を 保護する
ため行為能力を 制限すると共に法
律行為を行う、又は助ける者を選
任する制度

判断能力が不十
分な者

家庭裁判所

各種手当
（例）
心身障害者扶助料、在宅重度障害
者手当、特別障害者手当

それぞれの
条件に応じて

市区町村・
都道府県

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  
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支援の流れと制度・サービスのキーワード

雇用期間中 退職後

○医療機関受診
・かかりつけ医
・専門医
○相談窓口
・地域包括支援セ
ンター
・若年性認知症
コールセンター
・家族会等

認知症を疑ったら 診断を受けたら 退職したら 居場所がほしい

○就労継続を支援
・障害者手帳
（精神障害者
保健福祉手帳等）
・障害者雇用枠
○経済的支援
・傷病手当金
・有給休暇
・自立支援医療
・障害年金

・雇用保険
・健康保険加入
・年金保険料免除
・住宅ローン
・生命保険

・障害者職業センター（ジョブコーチ）
・障害者就業・生活支援センター
・ハローワーク

障害者総合支援法
・障害者相談支援セ
ンター
・就労継続支援A・B型
・行動援護等
介護保険法
・デイサービス
・デイケア
・ショートステイ等
その他サービス
・本人家族交流会
・カフェ、サロン等

・日常生活自立支援事業 ・成年後見制度 ・生活保護・生活福祉資金貸付制度 ・学資支援 等

生活支援

「若年性認知症支援ガイドブック（改訂版）」平成27年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 認知症介護研究・研修大府センター



③病気や障害を受容する時間を作る

④生きる目標を大切にする（新しい目標を立てる）

一つひとつけじめを迎えられるような支援を心がける。

病気や障害の受容が出来てこないと支援は進まない。

病気とともに生きる新しい人生を歩むことができるよう
「病気を自覚」し、「まわりに伝えられる」、そして「ま
わりが理解する」ことを意識する。

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

②本人や家族の力を信じて活かす
本人も家族も若い。自分で調べ、動くことができる。
当事者が自ら納得し、選択して動けるようサポートする。

①経済的支援を漏らさない

受け取りだけではなく、支払いを少なくする。

支援上の留意点



ま
さ
か
、
自
分
が
認
知
症
と
は

そ
う
か
、
病
気
の
せ
い
な
の
か

い
や
、
認
知
症
で
は
な
い

認
知
症
を
隠
し
て
生
き
よ
う

認
知
症
と
と
も
に
生
き
よ
う

仕方ない

できることがあ
るのでは？

人に言うな！
誰にも会いた
くない

どうにでも
なってしまえ

認
知
症
を
理
解
し

認
知
症
を
受
け
容
れ

認
知
症
を
忌
み
嫌
い

認
知
症
に
背
を
向
け

精一杯、やっ
てみよう

診断 自覚拒絶

本人の診断後の捉え方の違い

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

山口喜樹「若年性認知症支援に関する研修や地域啓発活動推進のための映像教材の開発」

日本認知症ケア学会大会. 2017.



愛知県
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厚生労働省資料より

どんな人と、どこで、どう出会うかが分かれ道では？



支援事例



企業への就労継続アプローチ

「診断後も今の会社で働きたい」



若年性認知症の人の就労・社会参加

企業等での就労

障害福祉サービスによる福祉的就労

居場所づくり・社会参加 （介護保険サービス（通所介護等）、認知症カフェ、当事者・家族の会等）

介護保険サービスによる支援

症状の進行

若年性認知症になっても
可能な限り働き続けられる

症状が進行し、働けなくなっても
自分の居場所があり、社会との
つながりを持ち続けられる

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  











• 本人・職場との相談

• 医療機関からの情報提供
面談・打ち合わせ

• 職場内の状況確認

• 地域障害者職業センターでの能力評価
職業能力評価

• コーディネーターと支援内容を検討

• 就労継続向けた支援計画を作成
支援計画

ジョブコーチ支援

フォローアップ

• 支援計画に基づき、ジョブコーチが訪問

• 障害特性を踏まえた支援を実施

• コーディネーターを交えたカンファレンス

• 具体的な支援策の検討等

支援事例
50代男性 アルツハイマー型認知症
精神障害者保健福祉手帳を取得し、
障害者雇用枠で一般就労

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



「若年性認知症の従業員とともに働く」 令和元年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 coordinator2020.pdf (y-ninchisyotel.net)

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

https://y-ninchisyotel.net/wp-content/uploads/coordinator2020.pdf


障害福祉サービスへの
就労アプローチ

「退職後もまだ働きたい」



若年性認知症の人の就労・社会参加

企業等での就労

障害福祉サービスによる福祉的就労

居場所づくり・社会参加 （介護保険サービス（通所介護等）、認知症カフェ、当事者・家族の会等）

介護保険サービスによる支援

症状の進行

若年性認知症になっても
可能な限り働き続けられる

症状が進行し、働けなくなっても
自分の居場所があり、社会との
つながりを持ち続けられる

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



男性 50代前半 一人暮らし アルツハイマー型認知症

把握 認知症疾患医療センターの医療ソーシャルワーカー

（認知症初期集中支援チーム関与ケース）

概要・退職後、家に閉じこもっていたところを疎遠だった姉が発見

・認知機能の低下が見られ、かかりつけ医を受診

・かかりつけ医からの紹介で認知症疾患医療センター受診

・認知症初期集中支援チーム員会議に支援コーディネーター参加

・地域包括支援センターと連携し、障害の相談支援事業所に接続

・就労継続支援B型事業所での就労につながった

○本人の状態と意向
就労の希望あり 人の役に立ちたい 病気の自覚あり

○専門職としての見立て
一般就労は難しいが、福祉的就労支援の可能性を探る

認知症初期集中支援チームとの連携事例
「退職後、引きこもりの状態から福祉的就労につながったケース」

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



かかりつけ医

医療ソーシャルワーカー

認知症初期集中支援チーム

基幹包括支援センター

障害者相談支援センター・相談支援事業所

就労継続支援事業所B型

認知症疾患医療センター

担当の地域包括支援センター

①

②

④③

⑤

本人・姉で受診

⑥

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

居宅介護

⑦

若年性認知症支援コーディネーター

しばらくの間、障害福祉
サービスを利用し、その後、
介護保険サービスへ移行

「退職後、引きこもりの状態から福祉的就労につながったケース」連携のチャート

⑧



「ソフトランディングの視点と若年性認知症支援コーディネーターの役割」 ～障害福祉サービス事業所に知ってもらいたいこと～
令和元年度厚生労働省老人保健健康増進等事業 softranding2020.pdf (y-ninchisyotel.net)

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  

https://y-ninchisyotel.net/wp-content/uploads/softranding2020.pdf


介護保険制度と障害福祉制度の適用関係

「障害者総合支援法に基づく自立支援給付と介護保険制度との適用関係等について
（厚生労働省 障企発0330第4号 障障発0330第11号）」

障害福祉サービスに該当する介護保険サービスがある場合には、
原則介護保険サービスが優先するが、以下の場合には、障害福
祉サービスを利用（併給も可）することが可能。

①個別の状況に応じ、必要とされる場合（市町村判断）

②必要なサービス量が介護保険サービスで確保できない場合

③介護保険サービスにはない、障害福祉サービス固有のサービスを
利用する場合

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



居場所への社会参加的アプローチ

「社会に必要とされたい」



若年性認知症の人の就労・社会参加

企業等での就労

障害福祉サービスによる福祉的就労

居場所づくり・社会参加 （介護保険サービス（通所介護等）、認知症カフェ、当事者・家族の会等）

介護保険サービスによる支援

症状の進行

若年性認知症になっても
可能な限り働き続けられる

症状が進行し、働けなくなっても
自分の居場所があり、社会との
つながりを持ち続けられる

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



若年性認知症の方を中心とした
介護サービス事業所における地域での
社会参加活動の実施について

介護保険最新情報 Vol.669 （平成30年7月27日：厚生労働省老健局）

介護サービス提供時間中の屋外等での地域住民との交流や
企業等と連携した有償ボランティアなどの社会活動を認める

①介護サービス計画に位置付けられていること

②事業所による見守り・介助が行われていること

③開始時点で利用者が集合していること

④労働者に該当（雇用契約等）しなければ、謝礼等（対価）を
受けとってもよいこと

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



介護保険サービスの
リハビリアプローチ

「認知症を治したい」
（生活のしづらさの解消）



若年性認知症の人の就労・社会参加

企業等での就労

障害福祉サービスによる福祉的就労

居場所づくり・社会参加 （介護保険サービス（通所介護等）、認知症カフェ、当事者・家族の会等）

介護保険サービスによる支援

症状の進行

若年性認知症になっても
可能な限り働き続けられる

症状が進行し、働けなくなっても
自分の居場所があり、社会との
つながりを持ち続けられる

Obu Center for Dementia Care Research and Practices  



若年性認知症については、現役世代が発症することから経済的な問題や配偶者の親との同時介護になる等の特徴があるため、
就労・社会参加等の推進に向けて、就労・福祉・医療等の各関係機関等が連携して、総合的な支援を実施する必要がある。

○ 若年性認知症に関する相談から医療・福祉・就労の総合的な支援を実施するため、若年性認知症の人の自立支援に関わる
者のネットワークの調整役を担う「若年性認知症支援コーディネーター」の配置を推進するとともに、関係機関と連携し、就労に関

する相談機能を強化する。

○ ハローワーク
精神障害者雇用トータルサポーターが一般企業への再就職を希望する若年性認知症の
方に対し、カウンセリング等の就職支援を実施する。あわせて、事業主に対しても、若年性認
知症の方の雇用に係る課題解決のための相談援助等を実施する。

○ 地域障害者職業センター
障害者職業カウンセラーが医療機関等と連携しながら、若年性認知症の方、事業主

等に対し、採用、雇用継続に関する総合的な支援を実施する。
また、職場内での直接的な支援が必要な場合は職場適応援助者(ジョブコーチ)によ

る支援を実施する。

○ 障害者就業・生活支援センター
就業・職場定着及びそれに伴う日常生活上の困難を抱える若年性認知症の方に対し、職
場・家庭訪問等による一体的な支援を実施する。

ハローワークなどによる一般就労支援 障害者総合支援法による福祉的就労支援

若年性認知症支援コーディネーターによる関係機関との連携を通じた支援

○ 本人や家族が、地域の人や専門家と相互の情報を共有し、お互いを理解する認知症カフェの開催など居場所づくりを推進する。
○ 医療・介護の専門職による包括的・集中的支援を行う認知症初期集中支援チームや認知症疾患医療センター等との連携による早期の
鑑別診断を実施する

本人及び家族の居場所づくりなどの支援

○ 就労継続支援（A型・B型）
通常の事業所に雇用されることが困難な障害者に対
して、就労及び生産活動の機会の提供その他の就労
に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等
の支援を行う。
・A型：雇用契約に基づく就労が可能である者に雇用

契約の締結等による就労の機会等を提供
・B型：雇用契約に基づく就労が困難な者に就労の機会

等を提供

○ 就労移行支援
就労を希望する障害者に対して、生活活動その他の
活動の機会の提供を通じて、就労に必要な知識及び
能力の向上のために必要な訓練等の支援を行う。

関係機関との連携を通じた若年性認知症の方の就労・社会参加等の支援の推進

厚生労働省



本人
家族

障害者就業・生活支援センター
障害者（基幹）相談センター

地域包括支援センター

労働局 医師会

かかりつけ医

産業医

産業保健センター

保健センター

認知症疾患医療センター

認知症サポート医
企業・個人事業主

商工会議所連合会

商工会連合会

権利擁護センター
居宅介護
支援事業所

障害福祉の相談支援事業所

就労継続支援事業所

就労移行支援事業所

デイサービス

移動
支援

ショートステイ

訪問介護

介護予防
サービス

見守り支援
ネットワーク

ボランティア活動サロン・カフェ

ハローワーク障害者職業センター

認知症の人
と家族の会

本人・家族交流会

認知症相談窓口

一般就労

生活支援

医療

福祉的就労 介護・居場所づくり

介護サービス

障害福祉サービス

障害者就業・生活支援センター

保健所

若年性認知症支援に関する関連図

作図：認知症介護研究・研修大府センター 全国若年性認知症支援センター 山口喜樹

専門医
若年性認知症

支援コーディネーター

地域包括支援センター
認知症初期集中支援チーム
認知症地域支援推進員


